
守山市立地適正化計画に基づく届出制度について

【開発行為】
①３戸以上の住宅の建築目的の開発行為
②１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、
その規模が1,000㎡以上

【建築等行為】
①３戸以上の住宅を新築しようとする場合
②建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して
3戸以上の住宅とする場合

※住宅とは、戸建て住宅、共同住宅及び長屋等の用に供する建築物をいい、寄宿舎や老人ホームは含みません。

居住誘導区域外届出

都市機能誘導区域外届出

都市再生特別措置法第88条または第108条の規定に基づき、「居住誘導区域外」または「都市機能誘導区域外」「都市機
能誘導区域内」で以下の行為を行う場合には届出が必要となります。

事前相談（区域、対象施設等の確認）
【窓口：都市計画・交通政策課】

立地適正化計画に基づく届出

開発・建築等の行為の着手

届出の時期・・・
開発行為等に着手する30日前までに届出を行
うこととなります。また、届出内容を変更す
る場合にも、変更に係る行為に着手する日の
30日前までに届出が必要です。
開発許可申請および建築確認申請等に先行し
て届出することが望ましいです。

届出制度に関して
窓口でご確認くだ
さい。

開発行為等の着手
30日前までに届出
が必要〔２部提出〕

【開発行為】
①誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとす
る場合
【建築等行為】
①誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合
②建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合
③建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合

誘導施設とは、都市機能誘導区域内に立地すべき都市機能増進施
設です。守山市では都市拠点、地域生活拠点、観光・レクリエー
ション拠点があり、拠点ごとに誘導施設の設定が異なります。

居住誘導区域外の届出書類

開発行為 建築等行為
届出書
≪添付書類≫
・当該行為を行う土地の区域並び
に当該区域内及び当該区域の周辺
の公共施設を表示する図面（縮尺
1,000分の１程度）
・設計図（縮尺100分の１程
度）
・その他参考となる事項を記載し
た図書

届出書
≪添付書類≫
・敷地内における住宅等の位置を
表示する図面（縮尺100分の１
程度）
・住宅等の２面以上の立面図及び
各階平面図（縮尺50分の１程
度）
・その他参考となる事項を記載し
た図書

都市機能誘導区域外の届出書類

開発行為 建築等行為
届出書
≪添付書類≫
・当該行為を行う土地の区域並び
に当該区域内及び当該区域の周辺
の公共施設を表示する図面（縮尺
1,000分の１程度）
・設計図（縮尺100分の１程
度）
・その他参考となる事項を記載し
た図書

届出書
≪添付書類≫
・敷地内における建築物の位置を
表示する図面（縮尺100分の１
程度）
・建築物の２面以上の立面図及び
各階平面図（縮尺50分の１程
度）
・その他参考となる事項を記載し
た図書

≪本件に関するお問い合わせ先≫ 守山市都市経済部都市活性化局 都市計画・交通政策課
TEL：077－582－1132 FAX：077－582－6947 E-mail：toshikeikaku@city.moriyama.lg.jp

【都市機能誘導区域内届出】
都市機能誘導区域内において、誘導施設を休止又は廃止しようとする場合には、届出が必要となります。

届出書 ≪添付書類≫参考となる事項を記載した図書等の提出を求める場合があります。都市機能誘導区域内の届出書類



【都市機能誘導区域】届出の対象となる区域および施設 〔○：必要 －：不要〕

誘導施設
都市機
能誘導
区域外

都市機能誘導区域内

都市
拠点

地域生活
拠点

観光・レクリ
エーション拠点

病院
〔医療法第１条の５第１項〕

○ － － ○

地域包括支援センター
〔介護保険法第115条の46第１項〕

○ － ○ ○

小規模保育所
〔児童福祉法第６条の３第10項〕

○ － － ○

中学校
〔学校教育法第１条〕

○ ― ○ ○

高等学校
〔学校教育法第１条〕

○ ― ○ ○

図書館
〔図書館法第２条第１項〕

○ － ○ ○

博物館・美術館
〔博物館法第２条第１項〕

○ ○ ○ －

博物館相当施設
〔博物館法第29条〕

○ ○ ○ －

商業施設
〔延べ床面積1,000㎡または複合商業施設〕

○ － － －

市役所
〔地方自治法第４条第１項〕

○ － ○ ○

※都市機能誘導区域内で誘導施設を休止又は廃止する場合にも届出が必要

【居住誘導区域】届出の対象となる区域
〔○：必要 △：一部必要 －：不要〕

用途 届出要

第一種低層住居専用地域 －

第一種中高層住居専用地域 －

第二種中高層住居専用地域 －

第一種住居地域 －

第二種住居地域 －

近隣商業地域 －

商業地域 －

準工業地域 －

工業地域 △

工業専用地域 ○

市街化調整区域 ○

〔工業地域〕
駅前周辺の一部を除いて、全域が届出対象

【凡例】

都市機能誘導区域

居住誘導区域

観光・レクリエーション拠点

地域生活拠点

都市拠点

誘導区域および届出簡易チェックリスト


